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は じ め に 

 

１ 総 論  

 令和５年度は、新型コロナウイルス感染症によって収縮した社会経済活動が再開され

る一方、ウクライナ情勢等に端を発した原油価格・物価高騰の長期化により、市民生活

に係る負担が増大している。 

直近の月例経済報告（令和５年９月内閣府発表）では、「景気は緩やかに回復してい

る」としながらも、「世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念など、海

外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。」としている。 

国は、本年６月の「経済財政運営と改革の基本方針2023（骨太の方針2023）」におい

て、足下の物価高や世界経済の減速等による経済の下振れリスクに万全の対応を図りつ

つ、持続的な成長と分配の好循環の実現を図りながら、経済・財政一体改革を着実に推

進するとしている。 

この方針に基づき、令和６年度概算要求では、「構造的賃上げ」、「官民連携による

投資の拡大」、「少子化対策・子ども政策」などを『重要政策推進枠』と位置づけ、予

算を重点配分することが示された。 

当市においては、コロナ禍にあっても市税等の収入は堅調であったが、このところ物

価高騰等の影響により伸び悩みの傾向が見られ、社会保障費の増加や物価高騰の長期化

を考慮すると、今後は厳しい財政状況を迎えることが予想される。 

こうした状況を踏まえ、令和６年度予算編成に当たっては、職員の創意工夫により財

源確保を図るとともに、経費削減に係る具体策を示したうえで政策の推進に必要な予算

を要求されたい。 
 
 

２ 政策の基本方針  

 令和６年度は、現在策定中の第７次総合計画の初年度となる。 

同計画（案）では、将来都市像を「幸せが未来へつづくまち えべつ」と定め、まち

づくりの基本理念に「いつまでも元気なまち」「みんなで支え合う安心なまち」「子ども

の笑顔があふれるまち」「自然とともに生きるまち」「新しい時代に挑戦するまち」の５

つの柱を掲げており、この方向性を意識して政策を形成すること。 

また、この基本理念に基づいた政策を効果的に推進するため、現在、新しい「えべつ

未来戦略」を策定中であり、次期未来戦略と、人口減少対策の基本となる「江別市まち・

ひと・しごと創生総合戦略」を中枢に据えて事業を展開する。 

そのため、予算及び人員を重点事項に効果的に配分することができるよう、既存事業

の見直しも含めて総合的に検討すること。 

なお、国が重点投資を行う分野等に関しては、市としてもその動きを見定めて機会を

逃さず取り組む必要があり、国や道等の動向を注視して対応すること。 
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３ 重点事項  
１ えべつ未来戦略の推進 

 第７次総合計画（案）では、現計画に引き続き、当市の特色や優れた点を生かし、

まちの魅力を高めながら課題の解決につながる戦略テーマを定め、重点的・集中的に

取り組むこととしている。 

策定中の新しい未来戦略（案）では、「協働」を基盤に据え、「情報発信・ＩＣＴ化」

を推進機能に位置付けながら、下に掲げる５つが戦略テーマとなっている。 

令和６年度は次期未来戦略の初年度となるため、これらを着実に推進することがで

きる事業体系を構築すること。 

①子どもが主役のまちをつくる 

妊娠から子育てまで切れ目のない支援や子育て世帯の負担軽減、放課後児童クラ

ブの充実など保護者が働きながら子育てできる環境整備、教育環境の充実や子ども

の居場所や学習の場の確保など、全ての子どもが、健やかに育ち、学び、笑顔で暮

らせるよう、子どもの気持ちや権利を尊重しながら、子どもにやさしいまちづくり

を進める。 

②幸せに歳を重ねられる暮らしをとどける 

健康診査・がん検診等の受診率の向上や食生活・運動習慣の改善、ライフステー

ジに応じた健康づくり、多様な主体が安心して生活できる共生社会の実現などによ

り、年を重ねても自分らしく、いきいきと暮らせるまちづくりに取り組む。 

③みんなの働きがいと、元気な経済をつくる 

未利用地を活用した企業誘致や雇用の創出、就業ニーズに合わせた企業と人のマ

ッチング、魅力ある市内企業の支援や情報発信などを通じて、地域経済の活性化を

推進する。 

④地域から地球温暖化防止に挑む 

温室効果ガスの排出量削減に向けた取組や地域資源を活用したエネルギーの地

産地消を促進するとともに、関係団体と協力しながら年代に応じた環境教育を行う

ことなどにより、脱炭素社会の実現を目指していく。 

⑤デジタル技術で住みよい明日を切りひらく 

市民の健康の維持・増進に向けた健康情報へのアクセス向上、「食」と「農」の

分野におけるＡＩ等の先端技術の導入、市民のデジタル技術の活用に係る支援など

を通じて、豊かな生活環境を実現する。 

 

２ 重要課題への対応 

 統一地方選挙時に市長が示した８つの課題※への対応として、未来戦略と重複しな

い重要な取組がある場合は、目指すべき目標と達成までのスケジュールを整理したう

えで施策を具体化すること。 

 ※ ①子育て支援・女性の活躍支援、➁市立病院・地域医療、③地域経済、④教育・文化、⑤社会

のデジタル化、⑥自然環境、⑦遊休未利用地を活用した地域の活性化、⑧安心・安全 
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Ⅰ 予算編成の基本方針 

令和６年度の財政見通しでは、歳入は、市税収入の伸び悩みが懸念されるものの、交

付税を含めた一般財源総額では、前年同水準を見込んでいる。一方、歳出においては、

社会保障費の増加や物価高騰の影響により、これまでと同じ手法・数量等で積算した場

合は、多額の歳出超過が生じると予想される。 

令和６年度は、感染症対策に予断がないよう配慮しながら、原油価格・物価高騰への

対策を講じるとともに、市立病院の経営改善を確かなものとするための取組を引き続き

全庁一丸となって支える必要がある。 

こうした状況から、最小の経費で最大の効果が得られるよう、前例踏襲の意識を払拭

し、全ての事業について、感染症を契機に普及した新しい生活様式に合わせた見直しや、

デジタル技術の活用等による効率化を大胆に導入する必要がある。 

その上で、令和６年度の予算編成に係る要求基準を以下のとおり定める。 

なお、国の予算編成の過程において、地方一般財源の減少などが見込まれる場合には、

全体事業の削減等について改めて指示する。 

 

 予算要求基準  

① 継続事業（義務的経費を除く）は、令和５年度第２号補正予算編成時※１

における一般財源所要額と同額の範囲内※２とすること。 

② 重点事項のうち新規・拡大項目は、①の別枠で措置する※３ことを検討

するため、費用対効果を明確にした上で要求すること。 

 

※１ 物価高騰対策として措置した額を除く。 

※２ 単に前年同様の内容とするのではなく、手法・仕様の見直しや財源の確保等に

より、市内事業者に影響を及ぼさないよう工夫した上で物価高騰に対応すること。 

※３ 継続事業とは別枠で検討するとしても、既存事業の廃止や削減、特定財源の獲

得等により、可能な限り必要な一般財源を確保するよう努めること。 
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Ⅱ 個 別 方 針 
 
１ 市民意見の反映 

・ 新規事業の立案や、市民に影響のある制度改正を予定する場合は、市民参加・

協働を基本原則とする自治基本条例に則り、審議会やパブリックコメントなどに

より、市民意見を十分に反映すること。 

・ 先般、次期総合計画（及び次期未来戦略）に係るパブリックコメントを実施し

た直後であることから、当初予算に係るパブリックコメントは行わない予定であ

るため、事業の見直し等に当たっては、所管課において十分に市民意見の収集に

努めること。 

 なお、予算編成・執行に係るＰＤＣＡや市民意見の反映の手法については、次期

総合計画のスタートに合わせて見直しを検討していることを申し添える。 

 

２ 関係団体等との連携・調整 

(1)関係団体との協議 

・ 事業に関係する団体等がある場合、関係団体との協議・調整が不足したまま

要求に至ることのないよう留意し、特に補助金に関して見直しや削減を行う際

は、十分に協議等を行うこと。 

(2)大学との連携 

・ 当市の強みである市内の大学や研究機関などの知的資源や学生の若い力を積

極的に活用すること。 

・ 連携事業については、大学等と十分協議し、学生にとっては貴重な実学の 

フィールドとなり、地域にとっては若い世代との繋がりを結ぶ機会となるなど、

互恵関係を築けるような事業展開とすること。 

  (3)指定管理者との協議 

・ 指定管理者制度を既に導入した施設にあっては、導入後の評価や社会情勢の

変化を踏まえ、指定管理者と十分協議の上、予算要求を行うこと。 

 

３ 社会情勢の変化への対応 

(1)物価上昇及び労務単価増の反映 

・ 要求に当たっては労務単価や資材の高騰などに伴う増を適切に反映させる一

方、前年の一般財源の範囲内が基本のため、数量や仕様の見直しなどにより基

準内に収めるよう努めること。 

(2)各種資材等の不足への対応 

・ コロナ禍による半導体製造やサプライチェーンへの影響に加え、ウクライナ

情勢を受けた原油や各種資材の不足等により、物品等の納期や工期が長期化し

ている。実施手法の見直しや早期・柔軟な発注など、市内事業者等への影響を

考慮すること。 

 

４ 財源確保への取組 

・ 国、道の補助制度のほか、外郭団体や民間企業の補助制度、企業広告など充当

可能な財源について幅広く確認し、既存の考え方にとらわれず、収入を増やす方

策を検討すること。 
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・ 特に、国の補正予算に係る動向を注視し、令和６年度予定の事業を令和５年度

補正予算に前倒して計上する可能性も考慮に入れ、幅広い情報収集と柔軟かつ迅

速な対応に努めること。 

・ 江別市公有地利活用基本方針において売却対象となった公共未利用地等の所管

課は、円滑な売却に向けて、関係者との調整など責任を持って進めること。 

なお、基本方針の策定後、社会情勢の変化等により新たに利活用の見込みがな

くなった土地の有無について、再確認すること。 

 

５ 行政評価の反映 

・ 各部においては、事務事業評価により既存事業の成果指標への貢献度を再度点

検すること。令和６年度予算編成においては、現状の評価と事業継続の適否など

も含めた中長期的な今後の事業展開の見通しについて重点的にヒアリングを行う

予定なので、留意すること。 

 

６ 使用料・手数料の見直し 

・ 令和６年度は、４年ごとに行う使用料・手数料の見直しの実施年に当たる。 

現在、「使用料・手数料の見直し方針（平成２３年８月策定）」に基づき原価計算

を進めており、改定案の作成後、所管課に通知する予定としている。 

・ 改定対象となる使用料等を所管する部局は、改定案に沿って予算を積算すると

ともに、経理事務や周知方法等について指定管理者と協議するなど、改定に向け

て必要な準備を進めること。 
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額

人
件

費

○
地
方
交
付
税
等

○
地
方
債

○
そ
の
他
歳
入

歳
出

総
額

歳
入

歳
出

差
引

額

基
金

残
高

見
込

※
基
金
残
高
見
込
は
、
財
政
調
整
基
金
、
減
債
基
金
、
そ
の
他
特
定
目
的
基
金
の
合
計
で
あ
る
。

○
市
税

投
資
的
経
費
の
推
計
に
基
づ
き
各
年
度
の
起
債
額
を
試
算
し
た
。
臨
時
財
政
対
策
債
は
、
R
5
年
度
と
同
程
度
で
推
移
す
る
と
見
込
ん
で
い
る
。

基
準
財
政
収
入
額
は
、
市
税
収
入
見
込
み
に
加
え
て
地
方
消
費
税
交
付
金
の
交
付
税
上
の
算
定
等
を
考
慮
の
う
え
試
算
し
た
。

基
準
財
政
需
要
額
は
、
公
債
費
や
事
業
費
補
正
等
に
つ
い
て
個
別
に
積
み
上
げ
て
推
計
し
た
。

市
税
の
R
5
年
度
予
算
は
、
個
人
・
法
人
市
民
税
の
減
少
等
に
よ
り
、
R
4
年
度
決
算
と
比
較
し
て
0
.
2
%
の
減
と
な
っ
て
い
る
。

R
6
年
度
以
降
に
つ
い
て
は
、
固
定
資
産
税
の
評
価
替
え
等
に
よ
る
影
響
を
考
慮
し
て
推
計
し
た
。

国
庫
支
出
金
及
び
道
支
出
金
は
、
扶
助
費
及
び
投
資
的
経
費
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
個
別
に
推
計
。
繰
入
金
に
つ
い
て
、
R
6
年
度
以
降
、
基
金
か
ら
の
繰
入
は
行
わ
な
い

も
の
と
し
て
試
算
し
た
。
な
お
、
繰
越
金
は
試
算
期
間
に
お
い
て
は
1
億
円
で
見
込
ん
だ
。

区
分

令
 
 
 
和

３
年
度

令
 
 
 
和

４
年
度

令
 
 
 
和

５
年
度

対
前
年
度
比

対
前
年
度
比

令
和
８
年
度

対
前
年
度
比

(
単
位
:
百
万
円
･
％
)

試
　
　
　
　
　
　
　
算
　
　
　
　
　
　
　
期
　
　
　
　
　
　
間

市
税

地
方

交
付

税

令
和
６
年
度

対
前
年
度
比

令
和
７
年
度

大
型
公
共
投
資
に
つ
い
て
現
時
点
の
想
定
に
基
づ
き
試
算
し
、
そ
の
他
各
種
施
設
に
つ
い
て
も
一
定
の
改
修
等
を
見
込
ん
で
試
算
し
た
。

現
在
計
画
さ
れ
て
い
る
事
業
の
償
還
額
を
期
間
別
に
推
計
し
、
試
算
期
間
中
の
金
利
を
1
.
0
％
と
仮
定
し
て
試
算
し
た
。

積
立
金
は
、
通
常
分
(
運
用
利
息
)
及
び
繰
越
金
予
算
額
の
1
/
2
分
を
計
上
。
特
別
会
計
繰
出
金
は
、
国
保
は
横
ば
い
、
介
護
・
後
期
高
齢
者
医
療
費
は
1
％
増
で
推
計
。
企

業
会
計
繰
出
金
は
、
企
業
会
計
の
財
政
計
画
等
を
基
に
試
算
し
た
。

○
公
債
費

○
投
資
的
経
費

○
そ
の
他
歳
出

歳
入

歳
出
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<
歳

入
・

歳
出

の
年

度
推

移
等

>

○ ○ ○

0

○ ○ ○

投
資
的
経
費
は
、
学
校
改
築
や
顔
づ
く
り
事
業
な
ど
に
よ
り
、
H
2
6
～
H
2
8
年
度
は
大
幅
に
増
加
し
た
。
R
5
年
度
以
降
は
、
環
境
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
延
命
化
工
事
や
最
終
処
分
場
建
設
工
事
な
ど
の
大
規

模
建
設
事
業
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。
（
グ
ラ
フ
４
）

市
債
残
高
は
、
学
校
改
築
等
の
事
業
費
増
加
に
よ
り
、
H
2
6
年
度
以
降
は
増
加
に
転
じ
た
。
R
5
年
度
以
降
は
、
環
境
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
延
命
化
工
事
や
最
終
処
分
場
建
設
工
事
な
ど
の
大
規
模
建
設
事
業

が
予
定
さ
れ
て
い
る
た
め
、
増
加
傾
向
で
推
移
す
る
と
見
込
ん
で
い
る
。
公
債
費
に
つ
い
て
は
概
ね
横
ば
い
で
推
移
す
る
見
込
み
で
あ
る
。
な
お
、
臨
時
財
政
対
策
債
は
R
5
年
度
と
同
程
度
で
推
移
す
る

と
見
込
ん
で
い
る
。
（
グ
ラ
フ
５
）

財
政
調
整
基
金
（
R
4
年
度
末
約
3
1
.
7
億
円
）
、
減
債
基
金
（
R
4
年
度
末
約
1
6
.
8
億
円
）
は
、
収
支
不
足
の
解
消
の
た
め
に
す
べ
て
取
り
崩
し
て
い
く
と
R
8
年
度
に
は
残
高
が
約
2
0
.
1
億
円
（
R
4
年
度
末
比

△
2
8
.
4
億
円
）
と
な
る
見
込
み
で
あ
る
。
（
グ
ラ
フ
６
）

歳
出
で
は
、
扶
助
費
は
増
加
、
人
件
費
と
物
件
費
は
概
ね
横
ば
い
で
見
込
ん
で
い
る
。
ま
た
、
投
資
的
経
費
に
つ
い
て
は
、
現
時
点
の
想
定
に
基
づ
き
見
込
ん
で
い
る
。
（
グ
ラ
フ
２
）

歳
入
歳
出
の
差
し
引
き
で
は
、
R
6
年
度
か
ら
R
8
年
度
ま
で
各
年
度
で
7
.
5
億
円
～
1
1
.
3
億
円
程
度
の
収
支
不
足
と
な
り
、
財
政
調
整
基
金
繰
入
金
を
は
じ
め
と
し
た
基
金
の
活
用
が
見
込
ま
れ
る
。
（
グ
ラ

フ
３
）

歳
入
は
、
近
年
の
実
績
を
踏
ま
え
、
市
税
で
は
一
定
程
度
の
増
加
を
見
込
み
、
市
税
・
地
方
交
付
税
・
臨
時
財
政
対
策
債
及
び
各
種
交
付
金
を
合
計
し
た
一
般
財
源
総
額
は
、
概
ね
横
ば
い
で
見
込
ん
で

い
る
。
（
グ
ラ
フ
１
）

8
0
9
0
1
00
1
10
1
20
1
30
1
40
1
50
1
60
1
70
1
80
1
90

R
3

4
5

6
7

8
億
円
年
度

主
要
歳
入
の
推
移

市
税

地
方
交
付
税
+
臨
財
債
+
各
種
交
付
金

グ
ラ
フ
１

0

3
0

6
0

9
0

1
20

1
50

1
80

R
3

4
5

6
7

8
億
円
年
度

主
要
歳
出
の
推
移

人
件
費

物
件
費

扶
助
費

公
債
費

投
資
的
経
費

グ
ラ
フ
２

0

2
0

4
0

6
0

8
0

10
0

2
4
2
5
2
6
2
7
2
8
2
9
3
0
R
1
2
3
4
5
6
7
8

億
円

年
度

投
資
的
経
費
の
推
移

補
助
事
業

単
独
事
業

グ
ラ
フ
４

01
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

3
20

3
30

3
40

3
50

3
60

3
70

3
80

3
90

4
00

4
10

2
4
2
5
2
6
2
7
2
8
2
9
3
0
R
1
2
3
4
5
6
7
8

億
円

億
円

年
度

市
債
残
高
と
公
債
費
の
推
移

市
債
残
高

公
債
費

グ
ラ
フ
５

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

2
4
2
5
2
6
2
7
2
8
2
9
3
0
R
1
2
3
4
5
6
7
8

億
円

年
度

財
調
、
減
債
の
残
高
の
推
移

財
調

減
債

グ
ラ
フ
６

△
15

△
10

△
5051
0

1
5

2
0

R
3

4
5

6
7

8
億
円
年
度

歳
入
歳
出
差
引
額

グ
ラ
フ
３
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令和６年度 予算編成事務日程 

 

 

  予算編成の事務日程は、次のとおり進めるので、要求に際して遺漏のないよう留意すること。

なお、日程については、国の動向等により変更する可能性がある。ヒアリング日程は、経常費・

臨時費とも各担当から別途通知する。 

 

 

令和５年１０月１１日（水）       拡大庁議 

                                予算編成方針説明会 

２７日（金）    重点事業等理事者ヒア調書提出期限【様式１・２】 

       １１月 ６日（月）     経常費予算要求書提出期限（提出部数１部） 

                ７日（火）    経常費各課ヒアリング開始 

              ２０日（月）     臨時費予算要求書提出期限（提出部数２部） 

            ２１日（火）     臨時費各課ヒアリング開始 

２１日（火）～２２日（水）    重点事業等理事者ヒアリング 

令和６年 １月１８日（木）    予算理事者査定 

～２４日（水）  

          ２９日（月）       予算案内示 

          ３０日（火）     予算案確定 

                ２月 ６日（火）予定  予算記者発表 

 

 

                          ＊ 定例市議会予定  ＊ 

 

令和６年  ４月  １日（月）      予算執行方針指示及び予算配当予定 

 

           

※前年に引き続き紙の使用量削減を図るため、一部書類を除き Excel 等のデータによる提出と

する。提出方法等の詳細は、別紙「予算要求方法について（要求書のペーパーレス化）」を参照

すること。 
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 統  一  単  価
１ 旅   費 ～ 道内主要都市等 （単位：円※税込）

職 階 層 列車等 特急料金

区    分 運　賃 急行料金 日帰分 ２日分 ３日分 １泊 ２泊

特別職等 5,550 Ｓきっぷ 2,800 5,600 8,400 12,500 25,000 

一般職員 5,550 使 用 2,400 4,800 7,200 9,800 19,600 

網  走 特別職等 17,500 Ｒきっぷ 5,600 8,400 12,500 25,000 

(4～11月)一般職員 17,500 使 用 4,800 7,200 9,800 19,600 

網  走 特別職等 17,940 Ｒきっぷ 5,600 8,400 12,500 25,000 

(12～3月)一般職員 17,940 使 用 4,800 7,200 9,800 19,600 

特別職等 1,080 

一般職員 1,080 

特別職等 2,580 1,400 5,600 8,400 12,500 25,000 

一般職員 2,580 1,200 4,800 7,200 9,800 19,600 

特別職等 12,850 乗車券往復 1,060 580 5,600 8,400 12,500 25,000 

一般職員 12,850 割引きっぷ使用 1,060 580 4,800 7,200 9,800 19,600 

北  見 特別職等 15,140 Ｒきっぷ 5,600 8,400 12,500 25,000 

(4～11月)一般職員 15,140 使 用 4,800 7,200 9,800 19,600 

北  見 特別職等 16,240 Ｒきっぷ 5,600 8,400 12,500 25,000 

(12～3月)一般職員 16,240 使 用 4,800 7,200 9,800 19,600 

特別職等 16,870 乗車券往復 1,060 580 5,600 8,400 12,500 25,000 

一般職員 16,870 割引きっぷ使用 1,060 580 4,800 7,200 9,800 19,600 

特別職等 880 

一般職員 880 

特別職等 7,870 Ｓきっぷ 1,060 2,800 5,600 8,400 12,500 25,000 

一般職員 7,870 使 用 1,060 2,400 4,800 7,200 9,800 19,600 

特別職等 2,260 1,400 5,600 8,400 12,500 25,000 

一般職員 2,260 1,200 4,800 7,200 9,800 19,600 

新千歳 特別職等 2,620 1,400 

空  港 一般職員 2,620 1,200 

特別職等 4,940 乗車券往復 880 1,400 5,600 8,400 12,500 25,000 

一般職員 4,940 割引きっぷ使用 880 1,200 4,800 7,200 9,800 19,600 

特別職等 8,800 Ｓきっぷ 1,060 2,800 5,600 8,400 12,500 25,000 

一般職員 8,800 使 用 1,060 2,400 4,800 7,200 9,800 19,600 

特別職等 19,690 乗車券往復 1,060 580 5,600 8,400 12,500 25,000 

一般職員 19,690 割引きっぷ使用 1,060 580 4,800 7,200 9,800 19,600 

特別職等 15,140 乗車券往復 1,060 580 5,600 8,400 12,500 25,000 

一般職員 15,140 割引きっぷ使用 1,060 580 4,800 7,200 9,800 19,600 

特別職等 4,840 2,800 5,600 8,400 12,500 25,000 

一般職員 4,840 2,400 4,800 7,200 9,800 19,600 

特別職等 8,150 乗車券往復 1,060 880 2,800 5,600 8,400 12,500 25,000 

一般職員 8,150 割引きっぷ使用 1,060 880 2,400 4,800 7,200 9,800 19,600 

稚  内 特別職等 13,310 Ｒきっぷ 5,600 8,400 12,500 25,000 
(4～11月) 一般職員 13,310 使 用 4,800 7,200 9,800 19,600 

稚  内 特別職等 14,410 Ｒきっぷ 5,600 8,400 12,500 25,000 
(12～3月) 一般職員 14,410 使 用 4,800 7,200 9,800 19,600 
※  特別職等：市長、副市長、水道事業管理者、教育長、病院長及び病院事業管理者

２ 旅   費 ～ 道外主要都市 （単位：円※税込）

職 階 層 航 空 高砂駅～新千歳空港

区    分 運 賃 運 賃 ２日分 ３日分 ４日分  １ 泊 ２ 泊 ３ 泊

特別職等 32,080 2,620 6,000 9,000 12,000 14,800 29,600 44,400 

一般職員 32,080 2,620 5,200 7,800 10,400 12,000 24,000 36,000 

特別職等 31,924 2,620 6,000 9,000 12,000 13,600 27,200 40,800 

一般職員 31,924 2,620 5,200 7,800 10,400 10,900 21,800 32,700 

特別職等 29,220 2,620 6,000 9,000 12,000 13,600 27,200 40,800 

一般職員 29,220 2,620 5,200 7,800 10,400 10,900 21,800 32,700 

特別職等 29,320 2,620 6,000 9,000 12,000 13,600 27,200 40,800 

一般職員 29,320 2,620 5,200 7,800 10,400 10,900 21,800 32,700 

※出張先での運賃を加算して要求してください。

３ 燃  料  費
品   名 単位 価格(円※税抜)

ガソリン ㍑ 158 レギュラー

軽油 ㍑ 146 

白灯油 ㍑ 114 

Ａ重油 ㍑ 116 大口給油113円(4㌔㍑以上)

1,900 基本料金(一律)

65 0.1㎥を超え10.0㎥まで0.1㎥毎の加算額

60 10.1㎥を超える分0.1㎥毎の加算額

55 15.1㎥を超える分0.1㎥毎の加算額

51 30.1㎥を超える分0.1㎥毎の加算額

函　館

51,540 

帯　広

釧　路

70,744 

50,644 

51,440 

47,940 

54,144 87,344 

77,644 

84,640 

29,010 

22,940 

19,440 

旅費合計

73,300 

66,500 

41,210 

61,540 

74,940 

3泊4日の

旅費合計

91,100 

81,100 

64,144 

68,040 

61,440 

2泊3日の

880 

880 

7,020 

3,460 

43,580 

38,240 

31,640 

43,490 

50,180 34,880 

31,380 

36,890 

46,710 

40,110 

47,810 

36,660 

54,730 

48,130 

39,220 

32,620 

43,260 

35,660 

29,060 

42,330 

35,730 

45,310 

41,940 

49,640 

43,040 

51,910 

41,290 

48,540 

35,980 

29,380 

47,890 

2泊3日の

旅費合計

38,950 

32,350 

50,900 

44,300 

51,340 

44,740 

31,410 

27,910 

32,510 

28,190 

24,690 

27,960 

24,460 

39,430 

35,930 

23,920 

20,420 

20,360 

16,860 

27,030 

23,530 

36,610 

33,110 

33,240 

29,740 

34,340 

30,840 

29,090 

20,680 

17,180 

32,590 

35,600 

32,100 

36,040 

32,540 

1泊2日の

旅費合計

23,650 

20,150 

プロパンガス

備     考

㎥

名古屋

仙  台

　航空運賃は、通常期平日のAIR-DOのスペシャル21を基準としていますので、この金額で予算要求してください。ただし、6～9月・3月等の割引率
の低い時期や週末等に日程が決まっているなど、この金額で購入できないことが明確な場合は、その時期に応じた金額で予算要求してください。
　なお、道外旅費の執行に当たっては出張の業務内容やスケジュールを勘案し、可能なものはLCC（格安航空会社）の利用も検討してください。

84,740 

75,040 

68,140 

48,040 

大　阪

旅費合計

55,500 
東  京

都市名
日　　 　当 宿　   　泊 1泊2日の

51,900 

富良野

室  蘭

宿　　泊

千  歳

小  樽

日    　当
接続料金

士  別

苫小牧

都市名

旭  川

岩見沢

名  寄

札  幌

根　室

日帰での

旅費合計

8,350 

7,950 

7,240 

7,640 

1,080 

1,080 

3,980 

3,780 

4,020 

3,820 

7,220 

11,730 

11,330 

12,890 

座席指定

12,490 

12,660 

12,260 

3,660 
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